
（２） ETCにより割引を受ける場合

6

確認⽅法

カードによる確認・記⼊

申込書等による確認・記⼊

①ETCカード

②ETC⾞載器

福祉事務所等が証明する義務なし

3
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３ 問題点

7

（１）有料道路の障害者割引制度については、法令上の明
確な根拠がない中で、国の通知により、市町村が証明
業務を⾏っている。

（２）申請件数は年々増加しており、市区町村の事務負担
が⼤きくなっているとともに、窓⼝の混雑につながっ
ている。

＜参考＞※⾝体障害者のみの数値（知的障害者は統計無し）
東京23区の⼿続申請件数・・・２５，０５１件（令和元年度）

２４，９９０件（平成30年度）

（３）申請者（障害者）にとっても申請に当たって（更新
する場合には２年ごとに）市区町村の福祉窓⼝へ来庁
する必要があり、負担となっている。

3
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４ 提案
【求める措置】

申請者（障害者）︓市区町村窓⼝への移動が困難な申請者
に対する利便性が向上

市区町村︓本件に関する事務負担の軽減、福祉事務所等の
窓⼝混雑の緩和

8

申請者（障害者）が直接、有料道路の管理運営を⾏う各社
に対して郵送による申請や電⼦申請を⾏うことを可能とする。

【効果】

3
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ご清聴ありがとうございました

9
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地方分権改革に関する提案募集資料

～ＮＨＫ放送受信料免除申請に係る
市町村の証明事務等の見直し～

令和２年７月１３日
岐阜県健康福祉部

3
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重点番号18：障害者割引制度における市区町村の証明事務の見直し（岐阜県）



○日本放送協会放送受信料の免除措置については、日本放送協会放送受信料免除基準（昭和４３年４月１日）
の定めるところにより実施されている。（最終施行：令和２年５月８日）

○具体的には、「日本放送協会放送受信料免除基準」に該当し、免除申請手続きを行った方については、放送受
信料の全額または半額が免除される。

※ 障がい者以外にも、公的扶助受給者、社会福祉施設等入所者、重度の戦傷病者に対する免除規定あり。

１．ＮＨＫ放送受信料免除制度について

対象 適用条件

全

額

免

除

市町村民税非課税の
身体障害者

身体障害者手帳をお持ちの方がいる世帯で、かつ、世帯構成員全員が市町村民税（特別区
民税含む）非課税の場合

市町村民税非課税の
知的障害者

所得税法または地方税法に規定する障害者のうち、児童相談所、知的障害者更生相談所、
精神保健福祉センターまたは精神保健指定医により知的障害者と判定された方がいる世帯
で、かつ、世帯構成員全員が市町村民税（特別区民税を含む）非課税の場合

市町村民税非課税の
精神障害者

精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方がいる世帯で、かつ、世帯構成員全員が市町村民
税（特別区民税含む）非課税の場合

半

額

免

除

視覚・聴覚障害者
視覚障害または聴覚障害により、身体障害者手帳をお持ちの方が、世帯主で受信契約者の
場合

重度の身体障害者
身体障害者手帳をお持ちで、障害等級が重度（１級または２級）の方が、世帯主で受信契約
者の場合

重度の知的障害者
所得税法または地方税法に規定する特別障害者のうち、児童相談所、知的障害者更生相
談所、精神保健福祉センターまたは精神保健指定医により重度の知的障害者と判定された
方が、世帯主で受信契約者の場合

重度の精神障害者
精神障害者保健福祉手帳をお持ちで、障害等級が重度（１級）の方が、世帯主で受信契約
者の場合

出典：日本放送協会ＨＰから一部抜粋
https://pid.nhk.or.jp/jushinryo/exemption_list.html

1
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（１）新規申請手続き（市町村の免除該当証明による場合）

①免除事由の証明の申し出（申請者）

・免除申請書を記入し、市町村の窓口に提出

※障害者手帳と印鑑を持参

②証明（市町村）

・免除事由に該当する場合、証明印を押印し、申請者へ返却

（手続きは、市町村本庁舎のほか、各支所でも実施）

③ＮＨＫへの申請（申請者）

・証明を受けた申請書をＮＨＫに郵送

④受理通知書の送付（ＮＨＫ）

・受理通知書を申請者へ送付

２．免除申請事務の流れ

申請者
(障がい者)

①

ＮＨＫ

市町村

③

④

②

法令上の根拠のない事務であり、
市町村の業務負担の増加が生じ
ている。

２

3
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２．免除申請事務の流れ

（２）新規申請手続き（申請者がNHKに直接申請する場合）

①各種証明書の交付の申し出（申請者）

・交付申請書を記入し、市町村の窓口に提出

②各種証明書の交付（市町村）

・住民票、市町村民税非課税証明書の交付

③ＮＨＫへの申請（申請者）

・申請書とともに障害者手帳、住民票、市町村民税非課税

証明書、印鑑をＮＨＫに持参

④受理通知書の送付（ＮＨＫ）

・免除事由を確認のうえ、受理通知書を

申請者へ送付

③申請者
(障がい者)

ＮＨＫ

市町村

障がい者がＮＨＫに出向くこと
を強いられ、障がい者に大き
な負担が生じる。

① ②

④

３
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３．問題点

（１）放送受信料の免除措置については、法令上の根拠がない市町村への協力依頼に
よって、市町村が無償で証明業務を行っている。

（２）市町村の福祉担当課が窓口になるが、証明にあたり、申請内容と市町村で保有す
る情報を突合し、差異がある場合には、所管課と事実確認をする必要が生じ、時間を
要している。

（３）申請者がNHKに直接申請する場合、申請者が申請書および障害者手帳、印鑑とあ
わせて住民票、市町村民税非課税証明書を取得した上で、ＮＨＫに持参することとさ
れており、申請者にとっては負担が大きいため、当該申請方法の利用が進んでいな
い。そのため、申請のほとんどが市町村の免除該当証明によるものとなっており市町
村に負担が生じている。

４

3
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＜提案事項＞

（１）当該業務は、ＮＨＫが直接実施することが合理的であり、法令上の根拠がない市町村
による証明事務は廃止する。

（２）市町村や申請者の負担軽減のため、ＮＨＫへの持参のみだけでなく、郵送による申請
制度を整備すべきである。

（３）各種証明書の交付手数料について、地方自治法第245条の4に基づく技術的な助言
等により、市町村が定める手数料徴収条例において、減免の対象となるよう助言等を
お願いしたい。

＜効果＞

（１）市町村の免除申請に係る事務負担の軽減

（２）各種証明書類について、マイナンバーカードを活用し、近隣のコンビニエンスストアで
取得のうえ、郵送によるＮＨＫへの申請を推進することにより、市町村窓口への移動が
困難な対象者に対する利便性が向上する。

４．岐阜県からの提案

５
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存否調査（２年目以降）

①調査を依頼（ＮＨＫ）

・放送受信料免除事由の継続の有無の調査を市町村へ依頼（例年８月頃）

②市町村調査（市町村）

・リストに基づく調査

・障がい要件・課税要件・世帯主要件の確認

・調査結果を記入し、ＮＨＫへ返却

③（非該当となった方に対する）免除解消手続き（ＮＨＫ）

・免除解消の案内状を申請者へ送付

５．その他【参考】

申請者
(障がい者)

ＮＨＫ 市町村

③

①

②

※ ２（１）または（２）で免除が認められた申請者について、２年目以降は、ＮＨＫから各市町村に対し
て、免除事由の継続の有無につき、存否調査が実施される。

６
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６．参考資料

出典：H29.5.25 NHK受信料制度等検討委員会第７回会合資料

（１）全都道府県における免除対象の件数と金額

７
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６．参考資料

（２）岐阜県内市町村におけるNHK放送受信料免除申請等処理件数（障害者割引のみ）

８

市町村名 世帯数
新規申請

件数

存否調査件数
計

手数料徴
収の有無

（※）
市町村名 世帯数

新規申請
件数

存否調査件数
計

手数料徴
収の有無全額免除 半額免除 全額免除 半額免除

1 岐阜市 168,794 747 2,060 739 3,546 × 22 岐南町 10,697 61 110 38 209 ×

2 大垣市 63,917 307 903 251 1,461 × 23 笠松町 8,538 25 116 25 166 ×

3 高山市 33,266 279 453 34 766 × 24 養老町 9,357 15 69 21 105 ×

4 多治見市 43,225 216 819 197 1,232 × 25 垂井町 9,633 52 29 23 104 ×

5 関市 33,494 123 67 56 246 × 26 関ケ原町 2,545 把握せず 28 7 35 ×

6 中津川市 29,863 113 61 52 226 × 27 神戸町 6,698 15 71 26 112 ×

7 美濃市 7,416 39 75 13 127 × 28 輪之内町 3,354 14 19 5 38 ×

8 瑞浪市 14,008 64 148 47 259 × 29 安八町 4,844 10 36 3 49 ×

9 羽島市 24,964 85 232 72 389 × 30 揖斐川町 7,108 24 113 16 153 ×

10 恵那市 18,052 35 251 32 318 × 31 大野町 7,481 30 71 20 121 ×

11
美濃加茂

市
22,261 77 227 62 366 × 32 池田町 8,192 25 14 11 50 ×

12 土岐市 21,733 100 343 185 628 × 33 北方町 7,504 23 86 20 129 ×

13 各務原市 55,466 272 817 287 1,376 × 34 坂祝町 3,267 17 32 6 55 ×

14 可児市 39,946 145 314 157 616 × 35 富加町 2,017 3 8 5 16 ×

15 山県市 9,627 49 172 41 262 × 36 川辺町 3,612 14 4 10 28 ×

16 瑞穂市 23,004 71 137 57 265 × 37 七宗町 1,313 5 17 3 25 ×

17 飛騨市 8,322 29 96 32 157 × 38 八百津町 3,634 18 35 7 60 ×

18 本巣市 11,658 34 88 38 160 × 39 白川町 2,881 13 43 11 67 ×

19 郡上市 14,305 45 245 42 332 × 40 東白川村 696 13 8 1 22 ×

20 下呂市 11,230 27 166 29 222 × 41 御嵩町 6,731 27 87 43 157 ×

21 海津市 11,659 71 35 36 142 × 42 白川村 408 2 1 1 4 ×
【期間：令和元年度】

新規申請
件数

存否調査件数
総計

※ 岐阜県内各市町村における免除該当証明に係る証明事務手数料の徴収の有無を調査したもの。

全額免除 半額免除

3,334 8,706 2,761 14,801
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６．参考資料

出典：地方公共団体情報システム機構ＨＰ
https://www.lg-waps.go.jp/01-00.html

（３）コンビニ交付について

※ 住民票、非課
税証明書も対象

９
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郵便局において取扱いが可能な
事務の拡⼤

⻑野県 泰⾩村

4
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重点番号30：郵便局において取り扱いが可能な事務の拡大（泰阜村）



現状と課題（提案の背景）

〇 当村では過疎化とともに国より２０年早く⾼齢社会を迎え、令和元年度
末の⾼齢化率は約40％、⾼齢者全体の約６割が後期⾼齢者となっており、
その⾼齢者も減少し始め全ての年代で⼈⼝が減少する縮⼩社会を迎えてい
る。

〇 村内には１９の集落があるが、⼀部の集落においては６５歳以上が半数
を占める地区もあり共同作業にも⽀障が出るなど将来集落形態が成り⽴た
ない事態が到来する懸念がある。

〇 合理化等により現在では村内に残る⾦融機関は、３箇所ある郵便局のみ
となっている（以前は信⽤⾦庫１店・ＪＡ２店が営業） 。

〇 村役場についても同様に、職員体制の維持が困難な中、住⺠サービスの
提供のあり⽅が課題となっている。

〇 村⺠の⽣活にとって⽋かすことのできない郵便局との連携により
住⺠サービスの向上・ワンストップサービス化を図る。

〇 窓⼝業務等の郵便局への委託により、⾏政事務の効率化を図る。
１
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